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中国の民国期（1912−1949年）においては，学校教育以外の主に成人及び青年を対象とする教育活
動を指す場合「社会教育」の名称が一般的に使われており，近代学校の整備が遅れたため社会教育は
重要な役割を果たした。また 1920年代後半から 30年代にかけては，民衆に対する補習教育や継続教
育を意味する「民衆教育」が，社会教育と並んで教育関係者から広く提唱されるようになり，民衆教
育館や民衆学校が各地に設立されていた。
しかしながら民国時期の教育行政の中で，社会教育は必ずしも教育制度に位置付いておらず，また
政府の社会教育予算は限定されたものでしかなかった。そのため 1920年代以降には多くの民間教育
団体が結成され，30年代になると，社会教育関係組織を統合した団体として中国社会教育社が組織
され，民衆教育の促進の上で活躍した。
中国社会教育社は社会教育の学術研究と実践を行う組織であり，強力に政府に働きかけた。同社は
民衆教育の成長期に発展途上にあった民衆教育館を繋ぎ，民衆教育関係者のネットワークを作り上げ
た。中国社会教育社があったからこそ，民衆教育の諸機関・諸団体は社会的勢力として力を持ち得る
ことができ，民衆教育事業が全国展開したとも言える。
また中国社会教育社は，特定のミッション実現のため民間の力を結集する，いわば現在の NPOに
当たる。民国時期にこうした団体が組織され教育運動を担っていた点は，着目すべきであろう。中国
社会教育社は，現代日本社会で言えば，社会教育関係の研究者及び自治体の社会教育職員による組織
として戦後の 1963年に結成された社会教育推進全国協議会に相当するが，中国の動きは日本よりも
約 30年も先行していたと考えることができる。
中国社会教育社の発展を考える上で，女性でありながら総幹事としてコーディネーター役の重責を
担った兪慶棠の存在は見過ごせないものがある。彼女は 1919年から 1922年にかけてアメリカのコロ
ンビア大学に留学し，教育学士号を取得した。帰国後，1927年には江蘇省教育庁社会教育科科長と
して就任したが，江蘇省立教育学院（社会教育関係職員養成のための高等教育幾機関）の設立後には，
研究実験部主任として活躍した。兪慶棠を初めとする江蘇省立教育学院のスタッフは，欧米の成人教
育の理論と実践に学びながら，中国の民衆教育を推進しようとしていた。
本論では，まず中国社会教育社の成立過程・活動について検討した上で，次に中国社会教育社の中
核組織である兪慶棠を中心とする江蘇省立教育学院の関係者たちが，国際交流を通じて，どのような
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民衆教育のあり方を模索していたのかを考察することを課題として設定する。
一方，当時，日本の社会教育は青年団の活動を重視して，国民の国家統制に大きく向かっていった
時期である。したがって，本論では日本の社会教育との比較を行うことで，中国の 1930年代におけ
る民衆教育が目指していた方向性や特質を明らかにしながら，9・18事変を契機として，いかなる変
容を迫られていったのかについても，合わせて検証したい。
先行研究としては，中国社会教育社の年次大会について論じた曹天忠「中国社会教育社述論―以年
会（1932−1936年）為中心」がある 1）。また兪慶棠については，唐孝純『人民教育家兪慶棠』や 2），
拙稿「中国における民衆教育に関する一考察―兪慶棠と江蘇省立教育学院をめぐって」をあげること
ができる 3）。
しかしながら，中国社会教育社や民衆教育について，当時の国際的な社会教育の状況を踏まえつつ
総合的に論じた論文は，管見のかぎりではほとんど見あたらない。本論文は，先行研究の上に，国際
的な視点に立脚しながら中国の民衆教育について検討していく。
資料としては，主に①中国社会教育社の機関誌である『社友通訊』4），②江蘇省立教育学院で出版
され，兪慶棠が主編を務めていた『教育与民衆』5），さらに日本側については，③文部省内社会教育
研究会が編集した『社会と教化』6），以上に依拠しつつ論じるものとする。
日本と中国の社会教育は，根本的な違いがあるという前提に立ちながらも，当時の社会教育の性格
の相違点を浮かび上がらせていきたい。
本論の構成は以下の通りである。第 1章において中国社会教育社の成立過程について取り上げ，第
2章は同社の活動について年次大会・社員という側面から検討する。第 3章では兪慶棠を中心とする
中国社会教育関係者が，欧米との国際交流を通じて，どのような民衆教育像を求めていたのかを考察
したい。第 4章において日本の社会教育との相違点を比較しながら論じていく。また，第 5章では中
国の民衆教育の関係者が目指していた方向性が，日中戦争の過程でどのように変容を遂げていったの
かを検証していくものとする。
1，中国社会教育社の成立過程
1912年の中華民国成立後，教育総長に就任した蔡元培（1868−1940年，民国時期を代表する思想家，
教育家）の下で，教育部に社会教育司が置かれた。蔡元培はドイツに留学し，社会教育の重要性を認
識していた。そのため，中華民国建国後，教育部に社会教育司が置かれた。
その後，1927年 4月，蒋介石を首班とする国民政府が南京に樹立されたが，国民党政権の下で社
会教育関連の施策が積極的に展開された。国民政府の下での矢継ぎ早に進められた社会教育関連政策
としては以下がある。
まず第 1に，中央及び地方各レベルの行政組織の中に社会教育を管轄する部署が置かれたことであ
る。例えば 1928年に教育部に社会教育司が設置された。地方レベルにおいても各省教育庁に社会教
育科，また各県・市教育局に社会教育課等，社会教育を組織的に奨励するための管理機構が設けられ
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ることになった。
第 2に，社会教育関連法の整備が進んだことである。1927年から 1935年にかけて，「民衆教育館
暫行規程」（1932年）など，社会教育関係の法令や規則，要綱が 80以上公布されている 7）。
第 3に，成人に補習教育を行う民衆学校が各地に置かれ，積極的な識字教育が推進されたことが指
摘できる。
第 4に，民衆教育の拠点として民衆教育館が各地に建設され，多様な事業が展開された。全国の民
衆教育館は 1928年度に 185所であったが，1936年度には，1612所に増加している 8）。
第 5に，社会教育行政や社会教育関連施設の発展に伴い，社会教育職員の人材養成がなされたこと
である。1920年代末以来，社会教育及び民衆教育の人材養成機関が積極的に設立され，江蘇省立教
育学院のように高等教育レベルで専門家を養成する機関も創設されたことは，注目に値しよう。
こうして 1927年以後，国民政府は社会教育を政策的に進め，民衆教育が急速に発展を遂げていく。
一定の法的整備が進む中で，教育先進地域であった江蘇省や浙江省などを中心として各地に民衆教育
館が設置され，自由な民間組織による草の根的な社会教育運動も展開されて，社会教育事業が日に日
に拡大していた。
ただし，予算は限定されたものに留まっていた。そのため関係者は討論や交流を通じて，課題を解
決する必要があった。しかし各機関や民衆教育館相互の連携は必ずしも無かった 9）。その意味で，大
衆的な社会教育学術団体の出現が求められており，連合組織結成への気運が高まっていく。
1931年に江蘇省が識字運動宣伝を実施した際に，各地の社会教育関係者が講演に招かれ，中国社
会教育社の組織化に向けて活発な議論が展開された 10）。同年 11月，江蘇省鎮江において江蘇省立社
会教育機関の連合会が開かれた折に，再度，話し合いが行われ 11），兪慶棠，甘豫源（当時，江蘇省
立教育学院副教授，研究実験部副主任）ら 3名が起草委員となり，発起人会議開催の責任を負うこ
とになった 12）。また，江蘇省立教育学院院長の高陽も全国的な社会教育団体の設立に賛成し，高陽，
兪慶棠の他，李蒸（江蘇省立教育学院教授，後に北京師範大学校長），雷沛鴻（江蘇省立教育学院教授，
後に広西省教育庁長），などの名士の名前で発起人を集めることになった。
こうして 1931年 12月 13日に江蘇省立南京民衆教育館で発起人会議が開催され，約 30人が参加し
て兪慶棠が主席を務めた。当初は発起人会議であったが，日本軍の東北地方侵略に伴って交通遮断が
発生しており，また社会教育社の任務を早急に進めるため急遽，成立大会に変更された。こうして，
社会教育の学術研究及び社会教育事業の促進のため，中国社会教育社が創設され，機関誌として『社
友通訊』が発刊された。
理事選挙の結果，12名が理事に選任されたが，兪慶棠はトップ当選であった 13）。重要な社会教育
事業を展開しているということから，理事会推薦によって梁漱溟（山東郷村建設学院）も理事に就任
した 14）。
理事の他に候補理事 14名も選ばれ，中には黄炎培（中華職業教育社），舒新城（上海中華書局総編
輯）などがいた。理事，候補理事ともに，当時の中国教育界を代表する蒼蒼たるメンバーである。
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さらに理事の互選で常務理事として，兪慶棠ら 3名が決まり 15），常務理事の互選によって兪慶棠
が総幹事（任期は 1年，無給）に就任した。本部は兪慶棠の所属する江蘇省立教育学院に置かれるこ
とになった。総幹事の任期は 1年であったが，兪慶棠は連続して再任された（総幹事は 47年に交代，
ただし 47年以降も，兪慶棠は常務理事）16）。
兪慶棠は，1897年生まれであり，この時，35才の若さであった。女性，かつ 30台半ばという若手
が，後に会員 1000人以上へと発展する全国的な組織の総幹事という要職にあったことは，注目に値
しよう。
兪慶棠はアメリカコロンビア大学ティーチャーズカレッジに留学し（1919−1922年）教育学士の学
位を取得しており，帰国後は江蘇省教育庁社会教育科長を勤めていた。それに加えて，夫・唐慶詒（ア
メリカ留学帰国生）の父親である唐文治は著名な国学者であり，江蘇省に置かれた国学の専門教育機
関である「無錫国専」の創設者ということが，その背景としてあった。つまりアメリカ留学ネットワー
ク及び江蘇省ネットワークという好条件の人脈を備えていた。また，その人柄とコーディネーターと
しての卓越した才能から人望があり，選挙においてトップで常務理事に選ばれたことも指摘できる。
中国社会教育社の組織化にあたって兪慶棠は，当時の教育界・社会教育界の重鎮を重視しながら組
織化を進めた。例えば兪慶棠の長女の唐孝純は，「母は，钮永建を尊重した」と語っている。钮永建
（1870−1965年，江蘇省主席）は，江蘇省主席に在任中の 1927年から 30年にかけて教育事業を重視し，
とりわけ教育予算の確保に尽力した。そのため江蘇省の社会教育予算は他省と比べて潤沢であり，財
政的な裏付けは江蘇省の民衆教育推進の上で大きな役割を果たした。彼は，1930年に江蘇省の主席
を辞任したが 17），辞任後も，一貫して民衆教育の促進に尽力し，中国社会教育社の理事として熱心
に活動を支えていた。
また兪慶棠は欧米を訪問した際の講演において，钮永建の存在に言及し，江蘇省の社会教育の普及
に尽力すると共に钮永建が私設の民衆教育館を開設して，民衆教育を推進していることなどを紹介し
ている 18）。江蘇省における民衆教育発展の土台を形成した钮永建の存在とともに，兪慶棠の義理堅
い人柄を示すエピソードであろう。
唐孝純によれば，母親はいつも手紙を書くことに追われていたという。年長者を尊重し，人との関
係を重視しながら中国社会教育社の総幹事として業務に当たって兪慶棠の姿が浮かんで来る。ちなみ
に，兪慶棠はこうした激務にもかかわらず，盲目の舅・盲目の夫に仕えながら 5人の子どもを育て，
長女の唐孝純をして「子ども達のことをこんなに愛した母親はいない」，と言わしめるスーパーウー
マンであった 19）。
2，中国社会教育社の活動
（1）年次大会
第一回年次大会は，1932年 8月 24日から 26日まで杭州の浙江省立図書館で開催された 20）。89人
が参加し，国民党中央，教育部，浙江省教育庁，江蘇省教育庁，福建省教育庁，浙江省国民党部など
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が代表を派遣した。
大会では約 50件の重要な議案が議論された。その中には，社会教育の学制系統における地位につ
いて広く意見を集め政府に働きかけようとする議案があった。当時，民衆教育は学校制度の不足を補
うものとして発生したが，社会教育の制度的な保障がなされておらず，全国民を対象としたものとは
なっていなかった。しかし，民衆全体が教育を受ける権利を享受すべきであるという立場から，社会
教育を学制に位置づけるため，広く意見を集めることが決議された。
この決議を受けて研究が活発化し，『社友通訊』には，中華民国の学制系統を修正する草案に関す
る論文が掲載されている。中には，学校教育を「児童系統」と「成人系統」とに分けるプランもあり，
現行の教育制度に類似する提案も見られる 21）。こうした議論が土台となって，中華人民共和国建国
後に，普通学校教育系統と並んで成人教育系統が正規のものとして承認される教育体系が形成されて
いったことは，注目に値しよう。
また第一回年次大会では郷村建設運動を重視しようといった案も決議され，これが全国規模の全国
郷村工作討論会の開催へとつながった。1930年代には中国農村の疲弊を背景として，全土において
活発に郷村建設運動が展開されていた。全国郷村工作討論会は，中華平民教育促進会，山東郷村建設
学院，江蘇省立教育学院など郷村建設関係の団体を集めて開かれた大規模集会であり，第一回が 33
年に鄒平（山東郷村建設学院）で，第二回が定県（中華平民教育促進会）で第三回が無錫（江蘇省立
教育学院）で開催された。郷村建設団体の実践交流と，運動の促進という意味では非常に意義の大き
い集会であった。
さらに，中国教育社第一回年次大会では，9・18事変を受けて，全国の社会教育機関での救国教育
を実施しようという議案が，決議された。
中国社会教育社第二回は，1933年 8月 24日から 26日にかけて，済南の山東省立民衆教育館で開
催され，116人が参加した（出席者中，女性 8人。民衆教育館の館長など社会教育機関関係者 70人，
教育行政関係 29人。山東 51人，江蘇 12人）22）。
第二回年次大会は 9・18事変後であり，民衆を喚起して，いかに抗日救国に取り組むかが中心議
題となった。そして，郷村建設によって民族復興を図ろうという決議案が活発な議論を経て議決され
た。その他，各地において童子軍（ボーイスカウト）が民衆の軍事訓練を実施し，青年や民衆の体格
及び徳性の鍛錬を図ることが決議され，青少年の訓練を各地の民衆教育館を中心として実施すること
になった。
また，国産品使用の提唱，中国社会教育社による洛陽民衆教育実験区の計画推進などが，この大会
で検討された 23）。同大会の後，兪慶棠は全国の文芸界に抗日救国を呼びかけ，文芸界が積極的に抗
日救国の活動に取り組むようになった 24）。
第三回は，河南省開封の河南省立初級中学で，1934年 8月 17日から 19日にかけて実施され，147
人が参加した 25）。郷村建設によって民族復興を図るための実施要点が，討論の中心であった 26）。
第四回は広東省広州市の中山大学で，1936年 1月 18日から 22日にかけて実施された。出席者は
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221人（内男性184人，女性37人）に上った 27）。主なテーマは地方自治を助成し，社会生産を促進する，
ことであった。
その後，第五回年次大会は，1937年 8月に青島で開催予定であったが，盧溝橋事件による戦争拡
大のため，中止となった 28）。
日中戦争終了後，中国社会教育社は再建され，第五回年次大会が 1947年 3月 29日から 31日にか
けて，蘇州国立社会教育学院で開催された。中心的テーマとしては，社会教育と新中国の建設が設定
され，積極的な議論が展開された 29）。
このように，中国社会教育社では，多くの決議案が議決され，政府の民衆教育政策の立案に大きな
役割を果たした。また，時代の要求に従って積極的に民衆教育事業を推進していったのである。
（2）社員
中国社会教育社の会員数は，第一回年次大会開催時（1932年）には，180余人であったが，第二回
（1933年）には 800余人，第三回（1934年）には 1021人，第四回（1936年）には 1447人というよ
うに急増していった 30）。団体会員は第四回年会時には 38団体に達している。
会員の居住地は，1933年 8月 1日段階の調査によれば，個人社員合計 587人の内，江蘇 244，浙江
71，山東 58，広東 37，河南 36であり，江蘇省を中心としていた 31）。これは江蘇省立教育学院など
社会教育専門職員の養成機関があったこと，江蘇省には民衆教育館などの社会教育関係機関が多かっ
たことと，密接に関わると考えられる。
団体社員の中には，江蘇省立教育学院，江蘇省立蘇州図書館，江蘇省立湯山農民教育館，江蘇省立
徐州民衆教育館など江蘇省が多いが，それ以外にも河南省立実験民衆学校，山東省立民衆教育館，浙
江省立図書館，福建省立民衆教育館などが加入していた。省の教育庁としても，河北，江西，雲南，
福建などの教育庁が加入していた。
このように中国社会教育社には，各省の教育庁，民衆教育館などが参加しており，半官半民的な色
彩もある。議案も政府への要望が多く，政策立案にも積極的に関与しようとしていた。
また第四回年会の兪慶棠報告によれば，会員はイギリス，アメリカ，日本など海外にも及んでい
た 32）。
例えば，山東齋魯大学教授・カールソン（Artheur L. Carson）は，山東省立民衆教育館館長の董渭
川と親しく，高陽と董渭川の紹介で「外国籍として初めて加入」した，とされている 33）。また，そ
の後も，フライ（Miss S. Magery Fry）とビル（Miss Bille）という二人の外国人女性が，新入会員と
して紹介されている 34）。
『社友通訊』には，「社員消息」というコーナーがあり社員の紹介や動向が記されているが，転勤，
留学などの社員の移動の多さが伺われる。たとえば，1933年の動向をみると，程柏盧（福建省教育
庁長から江西省政府委員兼教育庁長へ転任），趙鴻志（河北省の社員であるが，東京に留学），雷栄甲
（江蘇省立教育学院研究実験部幹事から広西省建設庁に転任）などと記されている 35）。
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さらに，後に中国教育史研究の大家となる毛礼鋭は，中国社会教育社に 1934年に加入し，「江西省
教育庁に所属，『弁理地方教育行政須知』を編輯。本書は言論が精確であり，地方教育行政担当者の
参考になる」とある。その後，「江西省立女中教員であったが，今年の夏，職を辞してイギリスに留学。
社会教育，農村教育及び視聴覚教育を学ぶ予定。9月 7日に上海から乗船」と紹介されている 36）。
ちなみに，毛礼鋭は，筆者が 1980年代初頭に北京師範大学へ留学した頃，北京師範大学を代表す
る老教授であり，筆者自身も暖かい指導を受けた。
このように，転勤を含めて会員の移動が多かったことは，中国国内における社会教育ネットワーク
が拡大・発展しつつあったことを意味するとともに，全国的に民衆教育関係者が交流しながら，社会
教育事業が推進されていったことを示すものである。
また，会員の中には，外国籍，あるいは外国留学をする者もおり，海外の事例に学びつつ，当時の
中国の教育界が活発な動きを見せていたことを，伺わせるのではなかろうか。
次章では外国との交流を，さらに踏み込んでみていきたい。
3，国際交流―モデルとしての欧米成人教育―
（1）江蘇省立教育学院
中国社会教育社の中心的組織であった江蘇省立教育学院の関係者の中にはアメリカ留学帰国者が多
かったが，江蘇省立教育学院の機関誌である『教育与民衆』を見ると，イギリスを中心とするヨーロッ
パの成人教育紹介記事について充実したものがある。
たとえば『教育与民衆』（第 1巻第 4期）では，『出路』（The Way Out）が紹介されている。これは，
英国成人教育社（British Institute of Adult Education）会員の著作集であり，マンスブリッジ（Albert 
Mansbridge）らの論文を収録している 37）。マンスブリッジは，イギリスを代表する成人教育組織で
あり現在でも労働党に強い影響力を持つWEA（Worker’s Educational Association，勤労者教育協会）
の創設者である。WEAの基本理念は，労働者に高等教育機会を提供することによって，教育の公平
性を確保し，民主主義社会の実現を図ろうというものであった。『教育与民衆』には，マンスブリッ
ジの肖像も掲載されている 38）。
こうした文献の紹介にあたっては，兪慶棠のアメリカ留学時代の仲間であり，江蘇省立教育学院研
究部主任であった孟憲承（ワシントン大学教育学修士，後に浙江大学教授）が活躍していた 39）。
また，同誌には，江蘇省立教育学院実験部が所蔵していた英語文献のリストが掲載されている 40）。
これらは，郷村教育の研究者であり江蘇省立教育学院の初代院長でありながら病気のため逝去した趙
友愚が寄贈したものである。
中にはWEAのチュートリアル制度の創設者であり著名な経済学者であったトーニー（Tawney）
著『成人教育におけるチューター』（The Tutor in Adult Education），あるいはリンデマン（Lindeman）
著『成人教育の意味』（The Meaning of Adult Education）など，成人教育関連著作が見られる。
さらに英国全国成人学校聯合会（National Adult School Union）のレポートや英国平民同盟（The 
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Plebs League）の雑誌である『The Plebs』，デンマークにある国際民衆学院（The International 
People’s College）の報告書，さらにアメリカの書籍も多く収蔵していた 41）。当時から世界的に注目
されていた成人教育機関の刊行物も実験部では収蔵していたのである。
以上の文献や執筆者名は，現在でも日本の大学で社会教育の理論や歴史を学ぶ際に登場するもので
あり，興味は尽きない。こうした欧米の成人教育の最新の理論や実践に関する書籍のエッセンスが，
『教育与民衆』で順次紹介されていたことも，特筆すべきであろう。
（2）兪慶棠のヨーロッパ視察
兪慶棠は教育部から派遣されて，1933年にデンマークを中心とするヨーロッパ各国（オランダ，
イタリア，ドイツ，フランス，イギリス）に 6ヶ月滞在した 42）。
デンマークの成人教育は，グルントヴィ（N.F.S. Grundtvig）により 19世紀半ばに創設されたフォ
ルケホイスコーレ（デンマーク語；folkehoejskole）が著名である。フォルケホイスコーレは 18才以
上の者なら誰でも学べる成人教育機関であり，対話を通じて民主主義社会の一員として成長を遂げる
とともに，デンマーク国民として自己を確立することを目的としている。その特色は全寮制で生活や
食事をともにする共生の重視にあり，学習期間は 3ヶ月から 6ヶ月で，デンマーク文学，歴史を学ぶ。
兪慶棠は，この民衆高等学校に大きな影響を受けたようで，帰国後に，折りに触れて紹介している。
例えば，9．18事変後の 1933年 8月に開催された中国社会教育社の第二回年次大会において兪慶棠は，
デンマークはドイツに負けてシュレースヴィヒを失ったが，第一次世界大戦後に民族自決の原則によ
る人民投票でデンマークに復帰したことを取り上げ，民衆教育の力であるとした。そして 9．18事変
以降，日本軍の軍事的侵攻によって中国の東北部が占領され屈辱的状態に置かれていたが，国土を取
りもどしていくと決意を表明した 43）。第二回年次大会は，抗日救国が中心議題であり，デンマーク
の民衆高等学校は，国民の統合を図り国難を救った民衆教育であり，日本の侵略にさらされていた中
国にとって，モデルとなる実践だったのである。
兪慶棠の帰国の翌年，1934年1月16日から19日まで，デンマーク国際民衆学院院長のマニケ（Peter 
Manniche）が，江蘇省立教育学院大講堂にて講演し，「高等民衆学校の開祖であるグルントヴィ」，「デ
ンマークの土地政策」，「デンマークの公共集会」，「デンマークの合作運動」，「デンマークの国際民衆
学院」などのテーマでスライドなどを使って連続講演会を開催した 44）。『教育与民衆』には，デンマー
クの国際民衆学院の写真も紹介されている 45）。
一方，ヨーロッパからの帰国後，兪慶棠は江蘇省立教育学院で，民衆教育について講義を行ってい
る（1934年）46）。たとえば中国の社会教育は，まず日本の社会教育概念を借りながら発展しており，
学校教育以外の教育を領域としているとする。
また，諸外国の成人教育の動向についても取り上げ，欧米（イギリス，アメリカ，ドイツ，フラン
ス，ソ連，イタリア）の成人教育について幅広く紹介しながら，とりわけ  ①イギリス（WEA），②
デンマーク（農民教育，民衆高等学校），③ロシア（識字教育運動），以上について，重点的に論じて
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いる 47）。
兪慶棠の講義は実証的でデータに基づきながら述べられており，論述の正確さから講義録は，現在
でも通用する内容である。また，他の地域の実践から謙虚に学ぼうとする姿勢など，特筆に値する。
兪慶棠は，アメリカ留学帰国生であるが，デンマークにも滞在し，広く欧米の動向についても見識
を有していた。このように，兪慶棠を中心とする中国社会教育社の関係者は，欧米の実践に学びつつ，
中国における民衆教育を進めようとしていた。
20世紀前半のイギリスの労働者教育及びデンマークの農民教育は，成人教育を通じて社会的公平
性や民主主義の実現を目指した社会運動であり，当時，国際的に脚光を浴びていた存在であった。中
国の民衆教育関係者が，国際交流を通じて，こうした成人教育の先進的事例に学びつつ，中国の民衆
教育のあり方を模索していたことは注目すべきであろう。
4，日本の社会教育―『社会と教化』を中心として―
（1）社会教化を重視する日本の社会教育
それでは 1920年代の日本の社会教育は，どのような状況であったのか。『社会と教化』（1921年創
刊）を検討しつつ論じていきたい。
明治維新以降，日本にとって中央集権国家を確立し，資本主義を発展させることは急務であった。
そのため，教育の近代化が急速に進められることになり，1872年に学制が公布され，後には初代文
部大臣の森有礼の下で義務教育制度の導入が図られた。明治時期には，このように学校教育制度の導
入が急務であり，社会教育は重視されなかった。ただし，福沢諭吉門下の山名次郎によって『社会教
育論』などの著作が出された。
また 1905年に義務教育の就学率は 86.9％に達し，義務教育制度が完成に近づきつつあったことや，
日露戦争後の農村の疲弊を背景として，社会教育に国家的関心が寄せられるようになったことから，
精神主義によって地方の振興を図ろうとする地方改良運動が 1908年から展開されていく。
大正期になると資本主義が発展し，自由主義思想が浸透していった。また大正デモクラシーの時代
状況と，天皇制との折り合いをつけるため，政府は社会教育に本腰を入れて取り組むことになった。
その結果，1919年，文部省に普通教育学務局第四課（通俗教育担当）が新設され，1924年には第四
課が改編される形で社会教育課が誕生した（1929年には社会教育局に拡充発展）。こうして社会教育
行政の制度が本格的に整えられることになり，社会教育の本格的な国家統制が始まった。
その中で，文部省の社会教育研究会同人によって『社会と教化』が編輯・出版された。社会教育
研究会は，文部省普通学務局第四課課長であった乗杉嘉寿によって 1920年に組織された組織である。
以下，雑誌を具体的に検討していこう。
第 1巻第 1号（1921年・大正 10年 1月元旦）の発刊の辞には，発刊の目的として，社会教育研究
会同人の名義で，次のように記されている 48）。「今や社会の実情はあらゆる方面に向かって改造すべ
きを要求している。而して浮調子な民衆と，混乱せる思想と，雷同的な運動とは何らの目標もなく，
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大きな渦の中に投ぜられた儘，その向ふ所に迷って居る。……（中略）……。斯の如く民衆をして其
向所を知らしめ，之を啓発誘導して社会を教化せば，人類の現実はここに完全に進展し，ついに理想
の境地に到達するであろう。此の重大任務を高調し，社会帰趨の目標たらしむ可く，其の機関として
生まれたのが即ち本誌である」，とある。
つまり，文部省がリーダーシップをとって民衆に方向性を指し示し，啓発誘導して社会を教化する
ことを，雑誌の目的と位置づけているのである。そして民衆を善導し国民統合して国家目標に向かわ
せることが，社会教育研究会の役割であった。
それに対して，中国社会教育社は，『社友通訊』の創刊号の巻頭言の中で，同社の設立目的は，社
会教育の学術研究を行い社会教育事業を促進することにあり 49）。そのために会員同士が交流し，共
に協議することが重要としている。
また，江蘇省立教育学院が出版した『教育与民衆』においては，発刊辞の中で民衆教育は民治の
基礎であるとしながら，同誌を通じて国内外の民衆教育関係者が活発に議論することを目指してい
た 50）。またそのことによって民衆教育に永遠に貢献しようという壮大な志を抱いていたことは，特
筆すべきであろう。
従って日本の社会教育の研究組織が国家主義的であるのに対して中国のそれは，民主主義を重視す
るリベラルな傾向が強かったことが理解される。もっとも日本は文部省という中央行政機関の官僚に
よる雑誌であり，中国は政府から独立した機関が出版していた雑誌，という基本的なスタンスの違い
はあろう。しかしながら，中国の方が明確に民衆教育の理論と実践について研究し共に議論する，と
位置づけていた点は注目できるのではなかろうか。
（2）青年訓練の重視
具体的に『社会と教化』の内容を検討していこう。第 1巻第 1号の巻頭には，「明治神宮の写真」，
「全国青年団明治神宮代表参拝者に対する中橋文部大臣の訓話の写真」（明治神宮外苑にある憲法記念
館で撮影）が掲載されている。また同号には，「青年諸君に望む」（文部大臣・中橋徳五郎）が収録さ
れている 51）。
明治維新以降の日本の政治体制は，天皇を現人神とする天皇制によって特徴づけられるが，明治天
皇が 1912年に崩御した後，明治神宮が造営されることになった。こうした作業には日本全国の青年
団員が動員された。青年団員は昼間は建設や植林，夜は合宿所で学習活動を行った。起工以来 6年間，
造営してきた明治神宮は，1920年 11月 1日に鎮座の祭を執り行った。
「青年諸君に望む」は，明治神宮完成時に，中橋文部大臣が全国から参拝した青年団代表に対して
行った訓話を掲載したものである。「諸君は，先に其の代表者を選んで上京せしめ，この神宮に参拝
する最初の光栄を得た。……（中略）……。将来ますます研修修養を重ね，地方青年の模範として，
君国のために献身的に奮闘し，以て東宮殿下の御令旨に副ひ奉らんとの信念を強固にせられたことと
思ひます」とある。そして，「青年は自律自営たれ」，「雄大なる国民たれ」といったという訓辞がな
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されている。
また第 1号の目次を見ると，記事として，「社会と社会奉仕」「生活改善の意義」，「青年の訓練」（英
国人　テイ・ダヴリュー・ベリー）といった内容が並んでおり，青年の訓練や社会奉仕という内容の
多さを示している。
このように『社会と教化』は，青年団体，青年訓練，青年修養関係の記事が多く，これは，当時の
日本の社会教育行政が青年に対する訓練を重視していたことを，如実に物語るものである。こうした
青年団や青年訓練重視の姿勢は，文部省社会教育課の主要事業である青年団の組織化（1925年に大
日本連合青年団が組織），さらに青年訓練所の設立（1925年）へと繋がっていく。青年訓練所は，徴
兵検査前の勤労青年に対して，教練など入隊準備教育を施すことを目的とした施設であった。
5，中国民衆教育の変容―青年訓練重視への転換―
（1）中国社会教育関係者から見た日本の社会教育　
青年の訓練を中心とする，日本の社会教育に対して，欧米の成人教育をモデルとしていた中国の社
会教育関係者はどのように感じていたのだろうか。
日本の社会教育は青年訓練が重点的であったことから，日本の社会教育の紹介についても，青年訓
練に関わる内容が多い。例えば，『教育与民衆』に掲載された日本の社会教育事業に関する論文では，
青年団，青年訓練所，実業補習学校について取り上げている 52）。
そして，青年訓練は日本の社会教育の特質であり，これは「青年の個性を損なうものであり，機械
を作り上げるようなもの」と批判する。また「相当厳格な国民の軍事予備訓練機関であるとともに，
政府は全面的に青年の思想及び精神の訓練を行っている」ことを非難する論文もある 53）。
しかしながら，戦況の深刻化によって，青年に対する訓練は国家の発展には必要であるが，「中国
の青年は自由で団体訓練に欠けている」，そのため「日本の青年訓練の精神を採用すべきである」，と
する論調も現れる。また，日本の中国に対する軍事的侵攻という事態を背景として，「軍農訓練，合
作中心訓練，教育中心訓練，政治中心訓練といった訓練を重視しなければいけない」，その意味で「日
本の青年訓練所の効果が高い」という主張がなされるようになっていく 54）。さらに，「日本の青年に
関して様々な手段で矯正が行われている」ことを指摘するとともに，「日本の進歩に比べて中国は立
ち遅れており早く改めなければいけない」とする論者もいた 55）。
日本の青年団や青年訓練所を中心とする成人教育は，イギリスやデンマークの成人教育に学んだ江
蘇省立教育学院の関係者の目には，青年の個性を抑圧するものであり，軍国主義的に映った。しかし
ながら，日本の国家的な強大化，中国への軍事的侵攻への対抗措置を模索する中で，国家統合を図る
日本の青年団，あるいは青年訓練への注目も生まれているのである。
その結果，欧米の社会教育をモデルとし，社会教育関係の刊行物においてもリベラルな論調であっ
た中国の社会教育界は，9・18事変を契機として論調には変化が生まれ，青少年に対する訓練が重視
されるようになっていく。
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1933年 8月，9.18事変以後に開催された中国社会教育社第二回年会では，各地の民衆教育館を中
心として青少年を対象とする訓練を実施することが決議された 56）。
また，以降，『社友通訊』に，青少年や農民の訓練の話題が増えていく。例えば，「童子軍教育と
民衆教育」，「社会生産を促進し地方自治を助成し童子軍教育を推進する」といった少年団体関連記事
が目立つ。農民の軍事訓練を提唱する「非常時期軍農訓練之実験」，あるいは「訓練青年，領導社会」
といった青年への訓練を重視する内容もある 57）。
また，国立中山大学，広東省教育庁，及び中国社会教育社の協力によって，広東省花県に郷村教育
実験区を設置する計画が立案され（1937年），「郷村青年訓練設施法則」が実験区用に策定された 58）。
同法則によれば，農村の中堅層を育成するため，高等小学校卒業レベルの 18才から 25才の青年を集
めて，郷村青年学校で 6ヶ月の訓練を行う，と規定されている。学習内容としては，精神講話，民族
運動講話，農業実習，簿記，国語，音楽があった。日本の実業補習学校の小型版の教育機関と言えよ
う。
その後，盧溝橋事件が発生し，中国社会教育社の中核を担ってきたてきた江蘇省立教育学院の置か
れていた無錫も，1937年 10月には日本軍の空爆被害を受けた 59）。
こうした中で，『社友通訊』の論調も抗戦一色へと向かっていく。例えば，兪慶棠も，日本軍はゲ
リラ戦を恐れており，民衆教育においては戦時工作・救護，慰労，募金，救済難民，増加生産を積
極的に行い抗戦するとして，民衆教育関係者を鼓舞している 60）。また社会教育目的は国防化である，
といった論文が掲載されるようになった 61）。　
こうして，9.18事変後，中国社会教育社では青年や民衆の訓練を強調するようになった。つまり中
国の民衆教育は，民主主義の実現や教育の公平性の実現から，戦争時における青年訓練や民衆動員へ
と，性格を大きく変容させていった。また，その後の中国社会教育の歩みを足早に概観するならば，
戦時下における青年訓練や民衆動員重視の姿勢は，日中戦争から国共内戦，中華人民共和国建国後に
も，一貫して受け継がれていくのであった。
さらに付言すれば，民国時期の社会教育においては，日本の公民館に相当する民衆教育館が多数設
立され，民衆教育が開花していったのに対して，日本では，中国のような民衆教育館は無かった。一
方，戦後，日本では公民館が全国的に多数設置され，戦後日本の社会教育は公民館によって特徴づけ
られるのに対して，中国では民衆教育館に相当する施設が少ない。
つまり日本の社会教育は，戦前の団体中心主義から，戦後の施設中心主義へと移行していく。一方，
中国は，戦前の施設中心主義から，戦後の団体中心主義と転換していく。両者が社会教育の性質を大
きく変容させ，相互に交錯する状況が生まれた背景には，日中戦争の存在が大きく横たわっていると
考えることができるのではなかろうか。
おわりに
中国においては，民国時期に多くの民間教育団体が活躍をした。1930年代になると，社会教育関
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係組織を統合した団体として，中国社会教育社が組織された。
民国時期の教育行政の中で，民衆教育は必ずしも教育制度に位置付いておらず，また政府の社会教
育予算は限定されたものでしかなかった。こうした民国時期に，中国社会教育社という社会教育の実
践と学術研究を行う組織が結成され，民衆教育の促進の上で大きな役割を果たした。同社があったか
らこそ，民衆教育事業が全国展開し，民衆教育の諸機関・諸団体は社会的勢力として力を持ち得たと
も言える。
中国社会教育社の発展を考える上で，女性でありながら総幹事としてコーディネーター役の重責を
担った兪慶棠の存在は不可欠なものであった。兪慶棠を初めとする江蘇省立教育学院及び社会教育関
係者は，国際交流を通じて欧米の成人教育の諸実践に学びながら，中国独自の民衆教育のあり方を模
索していた。
20世紀初頭におけるデンマークの国民高等学校，あるいはイギリスの労働者教育は，成人教育を
通じての社会的公平性や，民主主義の実現を目指した社会運動として，当時，国際的に脚光を浴びて
いた存在であった。中国の民衆教育関係者が，成人教育の最も先進的事例に学びつつ，社会教育を進
めようとしていたことは特筆すべきであろう。
一方，同時期の日本の社会教育行政は青年団の組織化や青年訓練所の活動を中心として，国民の国
家統制に大きく向かっていった時期である。戦争予備軍としての青年への軍事教練が重視されていっ
た。
20年代から 30年代にかけての日中の社会教育を比較してみるならば，日本が中央集権的，国家主
義的であるのに対して，中国は民間団体の力が強く，欧米の実践に学びつつ中国独自の民衆教育像を
模索していたことが理解される。
イギリスやデンマークの成人教育に学んだ江蘇省立教育学院の関係者にとっては，日本の青年団や
青年訓練所を中心とする社会教育は，青年の個性を抑圧するものであり，軍国主義的に映った。
しかしながら，日本の軍事的強大化を背景として，日本の青年団への注目も生まれている。そして
日中戦争による日本軍の軍事侵攻を契機として，中国の民衆教育は，抗戦勝利のための青年や民衆に
対する訓練重視へと変容を余儀なくされていくのであった。
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 　また，こうした実践は，一種の更正教育であるが，真に農村を更正できるか，健全で徹底的な方法と言え
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Abstract
The Popular Education Advanced by Institute of China Social Education during 
the Republican Period: Comparison with the Social Education in Japan
Shimbo, Atsuko
In China, many educational organizations played active roles during the Republican period. In the 
1930s, Institute of China Social Education was established and it unified the social education organiza-
tions in China. 
The purpose of this organization is to conduct scientific research on social education and it plays an 
important educational role. Yu-Qingtang, who studied at Columbia University in the 1910s, was the first 
director of the institute.
Yu-Qingtang played an important role in the development of the institute. 
Through international exchange programs, she and other members of the institute studied how adult 
education was practiced in Europe and the U.S.A.
In particular, they paid attention to the national high school of Denmark and the Worker’s Educational 
Association in England; both countries aimed toward the establishment of democratic societies. 
The social education in Japan is centered around the establishment of young people’s associations and 
youth training schools. Youth military training was an important aspect of social education in Japan. 
Members of Institute of China Social Education studied the adult education practices in Europe and 
the U.S.A. and they were opposed to Japanese social education because it was militaristic and sup-
pressed the individuality of young people. 
The invasion of China by Japanese forces in 1931 marked the beginning of the Second Sino-Japanese 
War. Consequently, the institute was obliged to change its principle and hold youth military training in 
high regard.
